
－資料１－

委員会の概要

国土交通省 航空局

平成２６年１１月

Ministry of Land、 Infrastructure, Transport and Tourism



委員会の概要

① 委員会の設立趣旨① 委員会の設立趣旨

国土交通省航空局では、これまで「地震に強い空港のあり方」（平成19年4月）及び「空港の

津波対策の方針」（平成23年10月）に基づき、各空港における地震、津波対策を進めてきた。震

一方、東日本大震災を教訓として、南海トラフ地震を含めた広域的で大規模な災害の発生を

考慮し、中央防災会議で新たに決定された「大規模地震防災・減災対策大綱」においては、空

港施設を含めたインフラの機能を確保することで 円滑な救急・救命活動 緊急物資・人員の港施設を含めたインフラの機能を確保することで、円滑な救急・救命活動、緊急物資・人員の

輸送活動を実現するとともに、経済活動への影響を最小限に抑える必要があるとの考えが示さ

れている。

ような観点から 本委員会は空港施設 地震 津波対策に 広域的な大規模災害このような観点から、本委員会は空港施設の地震・津波対策について、広域的な大規模災害

を想定し、ハード・ソフト両面からあり方の検討を実施するものである。

② 委員会での検討対象

○対象災害

が主に、発生の可能性が高い南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模地震による地震・津波

災害を対象に、ハード・ソフト両面から対策を検討する。

○対象施設○対象施設

主に、土木施設、建築施設、航空保安施設および空港旅客ターミナルビルを対象とする。
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③ 検討スケジュ ル③ 検討スケジュール

第１回 委員会
（H26.11.13 10:00～12:00）

第２回 委員会
（H27.1.27 15:00～17:00）

第３回 委員会
（H27.3.23 10:00～12:00）

これまでの検討経緯

委員会の概要

れまでの検討経緯

東日本大震災における
空港の状況と課題 空港が確保すべき機能と対策

のあり方（とりまとめ骨子）
空港が確保すべき機能と対策
のあり方（とりまとめ）

中央防災会議等における検討状況

のあり方（とりまとめ骨子） のあり方（とりまとめ）

新たに考慮すべき課題と対策のあり方

① 緊急輸送の拠点となる空港

② 航空ネットワークの維持（代替性の確保）

③ 航空ネットワークの維持（機能の低下の最小化）

④ 地震災害発生時における空港の対応体制のあり方④ 地震災害発 時 おける空港の対応体制のあり方

⑤ 旅客ターミナルビルの地震事前対策
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